
随意契約一覧表

 ※政令とは、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令のことをいう。

契約金額（税込）（単位：円）
当初 変更経過 最終（現時点）

001 令和6年10月17日 「学生Place+（学生の活動拠点）」リニューアル業務 　 7,994,580 7,994,580 
総合企画局総合政策
室大学政策担当

株式会社ウエダ本社
地方自治法施行令第１６７条の２第１
項第２号

物品 有

002 令和7年02月28日
京都市大学のまち交流センター整備工事
ただし、中央監視装置及び遠隔操作盤改修工事

　 242,000,000 242,000,000 
総合企画局総合政策
室大学政策担当

日本電技株式会社
地方自治法施行令第１６７条の２第１
項第２号

工事

003 令和6年11月20日
京都市マイナンバー連携システムに係るデータ標準レイアウト
改版対応業務委託（令和７年６月向け）

　 41,587,700 41,587,700 
総合企画局デジタル
化戦略推進室情報
システム担当

「京都市マイナンバー連携シス
テムに係るデータ標準レイアウ
ト改版対応業務委託（令和７年
６月向け）」コンソーシアム

政令第１１条第１項第１号 物品

004 令和6年12月27日
京都市基幹系共通基盤等におけるデータ連携等運用管理業務委
託

　 5,610,000 5,610,000 
総合企画局デジタル
化戦略推進室情報
システム担当

京都市基幹系共通基盤等におけ
るデータ連携等運用管理業務委
託コンソーシアム

地方自治法施行令第１６７条の２第１
項第２号

物品

005 令和7年02月04日
大型汎用機におけるデータ連携機能等に係る運用改善のための
環境整備

　 9,557,680 9,557,680 
総合企画局デジタル
化戦略推進室情報
システム担当

大型汎用機におけるデータ連携
機能等に係る運用改善のための
環境整備に係るコンソーシアム

地方自治法施行令第１６７条の２第１
項第２号

物品

006 令和7年01月06日 ＡＣＯＳオンラインシステムの運用・保守に関する支援業務 　 16,516,500 16,516,500 
総合企画局デジタル
化戦略推進室情報
システム担当

ＡＣＯＳオンラインシステムの
運用・保守に関する支援業務コ
ンソーシアム

地方自治法施行令第１６７条の２第１
項第２号

物品

007 令和6年10月04日
標準準拠システム（住民記録）と大型汎用機（関連システム）
との連携テスト2期

　 5,694,700 5,694,700 
総合企画局デジタル
化戦略推進室
システム担当

令和６年度電算システム保守業
務コンソーシアム

地方自治法施行令第１６７条の２第１
項第２号

物品

008 令和7年02月14日
京都市伝送路保守管理業務（京都市左京区広河原能見町修繕
等）

　 5,008,300 5,008,300 

総合企画局デジタル
化戦略推進室
情報セキュリティ・
ガバナンス推進担当

西日本電信電話株式会社
地方自治法施行令第１６７条の２第１
項第２号

工事

学識経験者等の市職員
以外の者の参加者数

種別
学識経験者等の市職員
以外の者の参加の有無

プロポーザル等の企画提案
方式による決定の有無

契約日 件　　　　　　　　名 担当所属名 契約の相手方の名称 根拠法令



随意契約締結結果報告書 

 

１ 件名 

「学生Place+（学生の活動拠点）」リニューアル業務 

 

２ 担当所属名 

総合企画局総合政策室大学政策担当 

 

３ 契約締結日 

令和６年１０月１７日 

 

４ 履行期間 

令和６年１０月１７日から令和６年１２月２７日まで 

 

５ 契約の相手方の住所及び商号等 

京都市下京区五条通堺町角塩竈町363番地 

株式会社ウエダ本社 

 

６ 契約金額（税込み） 

７，９９４，５８０円 

 

７ 契約内容 

京都市大学のまち交流センター１階の「学生Place+」を拠点に活動する学生の支援強化のほか、

長時間にわたる鉄道運休時の「要配慮者向け一時待機スペース」として、また、災害発生時の「観

光客等帰宅困難者対策における一時滞在施設」として十分な機能を果たせるよう、老朽化した備品

の交換、帰宅困難者等の受入のための導線確保のため、リニューアルを実施するもの。 

 

８ 随意契約の理由（変更契約の場合は変更理由） 

災害時等に求められる機能のほか、学生の活動拠点の用途も含め、「大学のまち京都・学生のまち

京都」のシンボル施設に相応しい魅力的かつ柔軟な提案を求める必要があることから、本業務の委

託事業者の選定においては、価格以外の要素も比較する必要があり、競争入札に適しないため。 

 

９ 根拠法令 

■地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項(地方自治

法施行令第１６７条の２第１項第  号) 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項第   号 

 

10 契約の相手方の選定理由 

提出された資料に基づき、本業務を円滑に実施するための体制やノウハウの有無などをプロポー

ザル方式にて審査した結果、評価点の合計が最も高かったため。 



随意契約締結結果報告書 

 

１ 件名 

京都市大学のまち交流センター整備工事 

ただし、中央監視装置及び遠隔操作盤改修工事 

 

２ 担当所属名 

総合企画局総合政策室大学政策担当 

 

３ 契約締結日 

令和７年２月２８日 

 

４ 履行期間 

令和７年３月１日から令和８年３月１６日まで 

 

５ 契約の相手方の住所及び商号等 

大阪府大阪市北区中之島六丁目２番４０号 

日本電技株式会社 

 

６ 契約金額（税込み） 

２４２，０００，０００円 

 

７ 契約内容 

機器設置より約２５年が経過し、老朽化が進んでいる京都市大学のまち交流センターの中央監視

盤及び遠隔操作盤を更新する。 

 

８ 随意契約の理由（変更契約の場合は変更理由） 

本工事は、中央監視装置及び遠隔操作盤等の自動制御設備の一部を更新する工事であり、更新機

器はその他の自動制御設備と連動している。 

自動制御設備全体に、施工者独自の技術が用いられており、当初の施工者以外の者が本システム

全体にわたる他社の独自技術を解析することは困難であることから、当初施工者である日本電技株

式会社と随意契約を行ったものである。 

 

９ 根拠法令 

■地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項(地方自治

法施行令第１６７条の２第１項第  号) 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項第   号 

 

10 契約の相手方の選定理由 

上記８のとおり 













随意契約締結結果報告書 

 

１ 件名 

京都市マイナンバー連携システムに係るデータ標準レイアウト改版対応業務委託（令和７年６月

向け） 

 

２ 担当所属名 

総合企画局デジタル化戦略推進室情報システム担当 

 

３ 契約締結日 

令和６年１１月２０日 

 

４ 履行期間 

令和６年１１月２０日～令和８年３月３１日 

 

５ 契約の相手方の住所及び商号等 

「京都市マイナンバー連携システムに係るデータ標準レイアウト改版対応業務委託（令和７年６

月向け）」コンソーシアム 

京都市下京区四条通烏丸東入ル長刀鉾町８ 京都三井ビルディング 

代表 日本電気株式会社 

 

６ 契約金額（税込み） 

４１，５８７，７００円 

 

７ 契約内容 

データ標準レイアウトが令和７年６月から変更されるため、京都市マイナンバー連携システムに

対して、新レイアウトに対応した設計及び改修を行う。 

 

８ 随意契約の理由（変更契約の場合は変更理由） 

本業務の対象とする京都市マイナンバー連携システムは、日本電気株式会社が開発したパッケー

ジシステムを一部カスタマイズして構築したシステムである。同社が所有する非公開の設計等の情

報がなければ、システム設定、プログラム製造及び実行を行うことができない。したがって、他社

との競争が成立せず競争入札に適さないことから、随意契約を行う。 
 

９ 根拠法令 

□地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項(地方自治

法施行令第１６７条の２第１項第  号) 

■地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項第１号 

 

10 契約の相手方の選定理由 

上記８のとおり 



随意契約締結結果報告書 

 

１ 件名 

京都市基幹系共通基盤等におけるデータ連携等運用管理業務委託 

 

２ 担当所属名 

総合企画局デジタル化戦略推進室情報システム担当 

 

３ 契約締結日 

令和６年１２月２７日 

 

４ 履行期間 

令和７年１月１日から令和７年３月３１日まで 

 

５ 契約の相手方の住所及び商号等 

京都市基幹系共通基盤等におけるデータ連携等運用管理業務委託コンソーシアム 

京都市下京区四条通烏丸東入ル長刀鉾町８ 京都三井ビルディング 

代表 日本電気株式会社 

 

６ 契約金額（税込み） 

５，６１０，０００円 

 

７ 契約内容 

令和７年１月から運用を開始する標準準拠システムの稼働及び運用に当たり追加した各種機能

や、標準準拠システムと既存の大型汎用コンピュータ間のデータ連携機能等の保守や障害対応等を

含む運用管理について委託するもの 

 

８ 随意契約の理由（変更契約の場合は変更理由） 

本業務委託にて運用管理・保守等の対象とする情報システムは、既存の基幹系共通基盤や大型汎

用機で既に稼働している情報システムへの追加機能として構築したものであり、既存の情報システ

ムと動作環境やデータ等をともにするなど、極めて密接に関連しているものである。  

ついては、本業務委託において、万一、不具合や故障等があった場合、故障原因等の特定や復旧

作業等を始めとする様々な対応が必要になるが、対象とする情報システムは既存の情報システムと

密接に関連していることから、既存の情報システムの運用管理・保守等を担っている業者以外では、

故障原因の特定等が困難となり、責任区分があいまいになる他、市民対応等にも用いている情報シ

ステムの迅速な復旧が困難になり、本業務委託及び安定したシステム運用が達成できないものであ

る。  

したがって、既存の基幹系共通基盤や大型汎用機で稼働システムの運用管理・保守等を行ってい

る日本電気株式会社を代表とする当該コンソーシアムでなければ、本業務委託の目的は達成できな

いものであることから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号の規定に基づき、随意契約

を行うものである。 

 



９ 根拠法令 

■地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項(地方自治

法施行令第１６７条の２第１項第  号) 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項第   号 

 

10 契約の相手方の選定理由 

上記８のとおり 

 

 



随意契約締結結果報告書 
 

１ 件名 

大型汎用機におけるデータ連携機能等に係る運用改善のための環境整備 

 

２ 担当所属名 

総合企画局デジタル化戦略推進室情報システム担当 

 

３ 契約締結日 

令和７年２月４日 

 

４ 履行期間 

令和７年２月４日から令和７年３月３１日まで 

 

５ 契約の相手方の住所及び商号等 

大型汎用機におけるデータ連携機能等に係る運用改善のための環境整備に係るコンソーシアム 

京都市下京区四条通烏丸東入ル長刀鉾町８ 京都三井ビルディング 

代表 日本電気株式会社 

 

６ 契約金額（税込み） 

９，５５７，６８０円 

 

７ 契約内容 

令和７年１月から運用を開始した大型汎用機と標準準拠システムとのデータ連携等に係るシステ

ム運用の改善及び環境の整備等 

 

８ 随意契約の理由（変更契約の場合は変更理由） 

本業務委託において改修などを行う情報システムは、日本電気株式会社（以下「ＮＥＣ」という。）

が開発した汎用機（以下「ＡＣＯＳ」という。）で稼働するシステムであるが、ＡＣＯＳ内のファイ

ルシステムなどは、ＮＥＣ固有の技術により開発されたものであり、その技術情報の詳細は公開さ

れていないうえ、改修などを行うに際してはＮＥＣが著作権を有し他社に使用許諾をしていないソ

フトウエアを使用しなければならない。 

したがって、本業務を履行できるのはＮＥＣを代表とする当該コンソーシアムに限られることか

ら、他社との競争が成立せず競争入札に適さないため、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第

２号に基づき、随意契約を行うものである。 

 

９ 根拠法令 

■地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項(地方自治

法施行令第１６７条の２第１項第  号) 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項第   号 

 



10 契約の相手方の選定理由 

上記８のとおり 

 

 



随意契約締結結果報告書 

 

１ 件名 

ＡＣＯＳオンラインシステムの運用・保守に関する支援業務 

 

２ 担当所属名 

総合企画局デジタル化戦略推進室情報システム担当 

 

３ 契約締結日 

令和７年１月６日 

 

４ 履行期間 

令和７年１月６日から令和７年３月３１日まで 

 

５ 契約の相手方の住所及び商号等 

ＡＣＯＳオンラインシステムの運用・保守に関する支援業務コンソーシアム 

京都市下京区四条通烏丸東入ル長刀鉾町８ 京都三井ビルディング 

代表 日本電気株式会社 

 

６ 契約金額（税込み） 

１６，５１６，５００円 

 

７ 契約内容 

本業務委託は、令和７年１月からの標準準拠システムの運用開始に伴い新たに構築した各種機能

の運用等を開始するに当たり、既存のシステムを主とするシステムの円滑な稼働が継続できるよう、

その運用保守等に対する支援業務等を委託するもの 

 

８ 随意契約の理由（変更契約の場合は変更理由） 

本業務委託において支援の対象とする情報システムは、日本電気株式会社（以下「ＮＥＣ」とい

う。）が開発した汎用機（以下「ＡＣＯＳ」という。）で稼働する標準準拠システムとのデータ連携

に関するもので、標準準拠システムから連携されてくるデータをＡＣＯＳで稼働するオンラインシ

ステムへ宛名情報などを連携するために、適切な変換を行ったうえで連携する仕組みである。 

ＡＣＯＳ内のファイルシステム及び文字コードは、ＮＥＣ固有の技術により開発されたものであ

り、その技術情報の詳細は公開されていないうえ、ＮＥＣが著作権を有するソフトウエアを使用し

なければ、データの仕様及びそれに関連する動作等分析を行うことはできない。また、ＡＣＯＳに

は複数のシステム（コンビニ交付サーバ、マイナンバー連携サーバ、住基ネットワーク等）が特殊

なプロトコル（ＮＥＣ独自）で複雑に接続されており、現在の基幹系共通基盤の運用保守事業者で

あるＮＥＣ以外では、ネットワークを含めた全体を俯瞰した動作分析を行えない。 

したがって、本業務を履行できるのはＮＥＣを代表とする当該コンソーシアムに限られることか

ら、他社との競争が成立せず競争入札に適さないため、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第

２号に基づき、随意契約を行うものである。 

 



９ 根拠法令 

■地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項(地方自治

法施行令第１６７条の２第１項第  号) 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項第   号 

 

10 契約の相手方の選定理由 

上記８のとおり 

 

 

 



随意契約締結結果報告書 

 

１ 件名 

標準準拠システム（住民記録）と大型汎用機（関連システム）との連携テスト2期 

 

２ 担当所属名 

総合企画局デジタル化戦略推進室情報システム担当 

 

３ 契約締結日 

令和６年１０月４日 

 

４ 履行期間 

令和６年１０月４日から令和６年１２月３１日まで 

 

５ 契約の相手方の住所及び商号等 

令和６年度電算システム保守業務コンソーシアム 

京都市下京区四条通烏丸東入ル長刀鉾町８ 京都三井ビルディング 

代表 日本電気株式会社 

 

６ 契約金額（税込み） 

５，６９４，７００円 

 

７ 契約内容 

標準化した住民記録システム（標準準拠システム（住民記録））と既存の電算システム（日本電気

株式会社製の汎用コンピュータ（以下「ＡＣＯＳ」という。）上で稼働する基幹系業務システム）の

連携テストの実施、既存電算システムへの影響調査、連携テストを実施するために必要なテストデ

ータの作成等の業務の支援を行う。 

 

８ 随意契約の理由（変更契約の場合は変更理由） 

連携テストにて確認する電算システムは、コンソーシアム代表者である日本電気株式会社製のＡ

ＣＯＳ上で稼働しており、同社が著作権を有するソフトウェアを使用しなければ、ＡＣＯＳ独自の

テスト項目作成、プログラムの実行、実行状況及びエラーの確認を行うことができない。 

したがって、日本電気株式会社が排他的な著作権を有していることから、他社との競争が成立せ

ず競争入札に適さないため、「地方自治法施行令１６７条の２第１項第２号」に基づき、随意契約を

行う。 

 

９ 根拠法令 

■地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項(地方自治

法施行令第１６７条の２第１項第  号) 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項第   号 

 



10 契約の相手方の選定理由 

上記８のとおり 

 

 

 



随意契約締結結果報告書 

 

１ 件名 

京都市伝送路保守管理業務（京都市左京区広河原能見町修繕等） 

 

２ 担当所属名 

総合企画局デジタル化戦略推進室情報セキュリティ・ガバナンス推進担当 

 

３ 契約締結日 

令和７年２月１４日 

 

４ 履行期間 

令和７年２月１４日から令和７年３月３１日まで 

 

５ 契約の相手方の住所及び商号等 

京都市中京区烏丸三条上ル場之町６０４          

西日本電信電話株式会社 

 

６ 契約金額（税込み） 

５，００８，３００円 

 

７ 契約内容 

京都市伝送路の修繕作業及びそれに伴う各種申請手続 

 

８ 随意契約の理由（変更契約の場合は変更理由） 

京都市伝送路は、携帯電話通信及び地上デジタルテレビ放送の用に供しており、携帯電話事業者

等のネットワークと連接していることから、当該設備の日常的な保守管理業者である西日本電信電

話株式会社以外の事業者では責任区分が不明確となり、また、故障発生時の原因究明・故障修理な

どの対処が困難になるなど、契約の目的を達成できないため、西日本電信電話株式会社を相手方と

して随意契約を行う。 

 

９ 根拠法令 

■地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項(地方自治

法施行令第１６７条の２第１項第  号) 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項第   号 

 

10 契約の相手方の選定理由 

上記８のとおり 

 

 




